
様式１号
（総括票）

１　事業者等の概要

kl

t-
CO2

t-
CO2

台

t-
CO2

２　基準年度、計画期間及び報告対象年度

28 年度 29 年度～ 31

29 年度

３　計画書（報告書）の公表方法等

その他

大分類 Ｍ 宿泊業、飲食サービス業

中分類

第二年度報告

19375

ホームページ

報告対象
年度

平成

印刷物の閲覧

第三年度報告第一年度報告

原油換算エネル
ギー使用量

基準年度

ｴﾈﾙｷﾞｰ起源二酸化
炭素排出量

0

制度に該当する
要件

氏名又は名称 株式会社プリンスホテル

条例第12条第1項第1号及び条例施行規則第4条第2項第2号に該当する事業者

主たる事業
の概要

設立　　　昭和３１年６月４日
資本金　　３６億円
従業員数　７，６６６名（平成２９年３月現在）

7511　旅館，ホテル

条例第12条第1項第1号及び条例施行規則第4条第2項第1号に該当する事業者

代表者名

主たる事務所
の所在地

東京都豊島区東池袋３－１－５

41091 39858

19250

事業活動温暖化対策計画書 兼 実施状況等報告書

上記以外（任意提出）の事業者

条例第12条第1項第2号に該当する事業者

氏名 代表取締役社長小山 正彦

主たる事業
の分類

役職名

40470

最終年度の目標

19571

閲覧場所　　；軽井沢プリンスホテル施設管理事務所
所在地　　　；長野県北佐久郡軽井沢町軽井沢１０１６－７５
連絡先　　　；０２６７－４２－８８１８
閲覧可能時間；１０：００～１７：００

基準年度実績

その他ガス
排出量合計

自動車の台数

自動車からの
排気ガス合計

平成 平成 年度

0 0

0

平成

0

計画期間



様式１号
（総括票）

４　温室効果ガス排出抑制のための基本方針

５の１　温室効果ガス排出抑制のための組織体制

施設担当者会議（年２回）

５の２　温室効果ガス排出抑制のための会議体等の名称及び開催頻度

グループ理念

グループ宣言

省エネ推進
取組方針

私たち西武グループは地域･社会の発展､環境の保全に貢献し､安全で快適
なサービスを提供します。
また、お客様の新たなる感動の創造に誇りと責任を持って挑戦します。

共に歩むこと
常に、自然環境、地球環境への配慮を忘れません。
常に、地域社会の一員として行動します。

１．環境や省エネに対する意識向上を図り、温暖化対策に努める。
２．エネルギー使用状況の把握に努め、無駄のない施設運転・運用管理を

実施する。

社長 省エネ推進会議 事業所(軽井沢プリンスホテル)

資産管理部
※温暖化対策責任者(資産管理部長)
※計画書提出担当者(資産管理部次長)

各関係部

(管理部･人事部･経理部

事業所(志賀高原プリンスホテル)

※温暖化対策担当者

(㈱西武SCCAT軽井沢事業所ｼﾆｱﾏﾈｰｼﾞｬｰ)

事業所(軽井沢浅間プリンスホテル)

事業所(軽井沢千ヶ滝温泉)

※温暖化対策担当者

(㈱西武SCCAT志賀高原事業所リーダー)

事業所(軽井沢７２ゴルフ)



様式１号
（総括票）

６の１　エネルギー起源二酸化炭素の排出抑制に係る目標及び実績

41,091 t-CO2 延床面積 211.00 単位 千㎡

28 年度 41,013 t-CO2 基準原単位 194.74 t-CO2/ 千㎡

39,858 t-CO2 目標原単位 188.90 t-CO2/ 千㎡
寄与度の合計から

求めた目標削減率※

31 年度 3.00 ％ 目標削減率 3.00

※事業の内容により
単一の原単位を設定
できない者のみ記載
する（以下同じ）。

40,470 t-CO2 延床面積 211.00 単位 千㎡

40,412 t-CO2 原単位 191.80 t-CO2/ 千㎡
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

29 年度 1.51 ％ 削減率 1.50

0 t-CO2 延床面積 単位

t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

30 年度 100.00 ％ 削減率

0 t-CO2 延床面積 単位

t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

31 年度 100.00 ％ 削減率 ％

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

排出量

排出量等の
増減理由

削減率

調整後排出量

基 準 年 度

目 標 年 度

弊社では2008年より全国的に省エネ会議の実施及び同対策に取組み､会社としての
管理標準の策定及び計画的な機器更新を進めて､省ｴﾈ法でいう年3%以上のｴﾈﾙｷﾞｰの
効率化を進めてきている。長野県内事業所のｴﾈﾙｷﾞｰ使用割合は全国の14.5%ではあ
るが､本県においても積極的に温室効果ｶﾞｽ排出抑制に努めたい。地球温暖化対策
に積極的に取組むため､総量ﾍﾞｰｽで基準排出量から3%削減、原単位ﾍﾞｰｽで基準原単
位から3%削減のいずれかの削減を達成するよう目標を設定した。

基準排出量

目標設定に
関する説明

調整後排出量

％

目標排出量

目標削減率

第一年度

排出量等の
増減理由

調整後排出量

排出量

志賀高原プリンスホテルは、基準年度が極端な売り止め期間の設定をしていたた
め、第一年度通常営業形態に戻した結果、対基準年度の営業日数が増となり、排
出量が増加となった。全体としては、照明器具のLED化（ホテルロビー、レストラ
ン、客室やショッピングプラザ店舗）やｽﾉｰﾏｼﾝの入替による機器高効率化を進
め、プリンスホテル全体として－1.5％の排出量の削減となった。

％

削減率

第三年度

％

削減率

調整後排出量
第二年度

排出量



様式１号
（総括票）

0 t-CO2 単位

年度 t-CO2 基準原単位 t-CO2/

0 t-CO2 目標原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた目標削減率※

年度 ％ 目標削減率

※事業の内容により
単一の原単位を設定
できない者のみ記載
する（以下同じ）。

0 t-CO2 単位

t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

29 年度 ％ 削減率

0 t-CO2 単位

t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

30 年度 ％ 削減率

0 t-CO2 単位

t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

31 年度 ％ 削減率

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

６の２エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出抑制に係る目標及び実績

基 準 年 度

目 標 年 度

調整後排出量

基準排出量

目標排出量

％

第二年度

％削減率

第一年度

排出量等の
増減理由

目標設定に
関する説明

目標削減率

調整後排出量

排出量

％

％

削減率

第三年度

削減率

排出量

調整後排出量

排出量

調整後排出量

排出量等の
増減理由
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年度

年度

29 年度

30 年度

31 年度

７　重点対策の実施状況

段階 連番

1

2

Ⅲ、Ⅳ －

削減率

0

t-CO2 削減率

備考第一年度 第二年度

排出量

実施予定

次世代自動車の
導入

エコドライブの
励行

燃料使用量等の
定期的な把握

対策名称

0

0

削減率

Ⅰ、Ⅱ

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

第 三 年 度

基準年度

排出量 0

第三年度

％

％

排出量等の
増減理由

排出量等の
増減理由

第 二 年 度
t-CO2 削減率 ％

６の３　自動車の使用に伴う二酸化炭素の排出抑制に係る目標及び実績

目標設定に
関する説明

第 一 年 度
％t-CO2

排出量 0

基 準 年 度

目 標 年 度

t-CO2

t-CO2

基準排出量

目標排出量



様式１号
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８　排出抑制目標達成のための具体的な措置

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

９　自然エネルギー源利用設備等の導入状況

１０　クレジット等に関する取組状況

低炭素電力の利用 tCO2

エネ起 110203 改善整備　志賀高原（南館ボイラー更新） 31

グリーンエネルギー証書
（熱）

tCO2

番号 区分 対策内容

計画

Ｊ－クレジット制度によ
り創出されたクレジット

tCO2

10

29

状況
実施

予定年
度

削減見込量
（t-CO2）

実施年度
推計削減量
（t-CO2）

58

県が認証したクレジット tCO2

電気の利用に伴うもの tCO2 78

単位 基準年度

第三年度第二年度第一年度導入計画

第二年度 第三年度

太陽光発電
（軽井沢ショッピングプラザ）

ｋｗ 10 0

199 0 199水力発電
（千ヶ滝湯川第二発電所）

ｋｗ

計画期間 第一年度

基準年度単位機器の種類

エネ起

40

40

120201 改善整備　軽井沢（スノーマシン更新）

120201 改善整備　志賀高原（東館冷凍機更新） 30

31120201 改善整備　軽井沢（スノーマシン更新）

150201 改善整備　軽井沢（ショッピング照明LED化） 20

4029

150201 改善整備　軽井沢（ショッピング照明LED化）

グリーンエネルギー証書
（電気）

tCO2

120201 改善整備　軽井沢（スノーマシン更新）

20

2929

30

30

40

エネ起 20

160103 改善整備　志賀高原（南館油圧ＥＬＶのＩＮＶ化）

29

29エネ起

エネ起

エネ起

エネ起

エネ起

クレジットの種類
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１１　県内の工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出実績 (所、t-CO2)

工場等数 排出量 工場等数 排出量 工場等数 排出量 工場等数 排出量

1 33,535 1 32,612

1 4,088 1 4,346

3 3,468 3 3,512

5 41,091 5 40,470

１２　県内の工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出実績 (t-CO2)

１３　次世代車使用台数、導入計画及び実績
(台)

次世代車導入割合

0

0

合計 0

第三年度

自動車総数

0合計

CH4

N2O

HFC

0

クリーンディーゼ
ル自動車

その他
(ハイブリッド等)

燃料電池自動車

基準年度

0

プラグイン・ハイ
ブリッド自動車

電気自動車 0

自動車種別

0

00 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0

第三年度

0 0

第二年度

基準年度 第二年度ガスの種類

非エネルギー起源
CO2

第一年度

合計

PFC

SF6

NF3

0

0

0

0

0

第一年度

第三年度

3,000kl以上

1,500kl以上
3,000kl未満

1,500kl未満

工場等の規模
（原油換算エネル

ギー使用量）

基準年度 第一年度 第二年度
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１５　交通対策状況

１６　環境マネジメントシステム導入状況

番号

1

2

3

１７　その他の地球温暖化を防止する対策の実施状況

１８　自由記載欄

１４　中小企業支援状況

区分 内容

中小企業への
省 エ ネ 診 断

そ の 他

特になし

特になし

区分 実施内容

ノーマイカー
通 勤

公共交通機関
の 利 用 促 進

物流の合理化

名称

冬期季節社員他寮生活者のマイカー持込の規制を行っている

マイカー持込の規制による路線バスの利用

来 客 者 の
交 通 対 策

導入年

最寄り駅からの無料送迎バスを運行している。

特になし

区分

基 準 年 度
以前の取組み

そ の 他

内容 削減量(tCO2)

約276t-CO2/年
[軽井沢PH]油圧ELVのINV化､照明LED化、冷凍機更新、ﾘﾌﾄ･ｽﾉｰﾏｼﾝ更新。
［志賀高原PH］油圧ELVのINV化、ボイラーの更新（鋳鉄製から温水）、電力
会社変更

第三年度実績

①県内事業所敷地内の緑化、森林の保全・育成　②食品廃棄物の減量化の推進　③上水道
水として井水・沢水を使用　　④衛生器具の節水タイプへの更新　⑤ゴルフ場お客様用常
用カートに電気充電式を採用　⑥客室ノークリーニングサービス実施及びウォッシャブル
スリッパの採用

①県内事業所敷地内の緑化、森林の保全・育成　②食品廃棄物の減量化の推進　③上水道
水として井水・沢水を使用　　④衛生器具の節水タイプへの更新　⑤ゴルフ場お客様用常
用カートに電気充電式を採用　⑥客室ノークリーニングサービス実施及びウォッシャブル
スリッパの採用

基準年度実績

第一年度実績

第二年度実績


